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Ｅストアー（以下EST）は、創業以来２０年を超えて、⼀貫して顧客の⾃社Ｅ
Ｃサイトの構築と運営を⾏なってきています。その内容はサブスクリプション型
のSaaSシステム提供から顧客店舗の売上向上に向けたマーケティングサービスま
で「⾃社本店ＥＣ⽀援」のパイオニアでありリーディングカンパニーです。また、
2020年１⽉にPaaSによる⼤型EC構築の株式会社コマースニジュウイチ（以下
C21）、同年3⽉に同じく⼤型のネットプロモーションを⾏う株式会社ウェブク
ルーエージェンシー（以下WCA）の2社をM&Aし、中型から⼤型のEコマース⽀
援事業者として、グループ経営基盤を⼤幅に強化しました。

社会のパラダイムシフトが急速に進む昨今である事から、当社もパラダイムシ
フトし、従来の常識と⾮連続なダイナミック⾏動を能動的にとり、次元を変更す
る必要があると考えている事から、今回、新⽣Ｅストアーグループとして再定義
し⽬指す⽅向性を纏めた中期経営計画「Dynamic Ascension」を策定しました。

中⻑期で着実な利益成⻑に向け、経営資源を集約し、次のステージに向けたダ
イナミックな事業構造の転換を進めてまいります。

中期経営計画の策定について
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国内ＥＣ市場

・国内のBtoC ＥＣ市場は CAGR １１％ の⾼成⻑市場
・構造要因の「⼈⼝減、デフレ、デジタル化」からＤＸ推進が続くものと予想される
・国策的にもＩＴ社会化が必⾄で、６％台の国内ＥＣ化率は、依然として⼗分な成⻑余地

成⻑ファクター⽬⽩押しのバックグラウンド

国内EC化率推移（BtoC） 世界のEC化率（BtoC）
出所出典：経済産業省
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消費者も事業者も社会もＥＣ増進が必⾄
「⼈⼝減」「デフレ」「デジタル社会」がＥＣを加速させる

⼈⼝減でモノが売れずデフレが続く中、この環境下で企業が経営効率化に向くのは当然であり、
そこに国家レベルでもデジタル社会の推進（予算減と⼈⼝減への対応）が重なるので、ＤＸの中
⼼に位置しているＥＣが推進しない理由が⾒当たらず、消費サイドも増税などより⽣活効率化が
求められ、デジタル環境もより整っていくので、いずれの⾯からもＥＣ増進は⼤きいと考えます。
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収益重視
デジタル消費

進む
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ＤＸ化
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実質賃⾦
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当社グループ概要

４８.３億円
４.２億円

８５３億円

１８.１億円
０.９億円

３,２００億円

４１.４億円
０.８億円

Ｎ／Ａ
中型SaaSシステム ⼤型PaaSシステム マーケティング

売上⾼ １０８.８億円
営業利益 ６.４億円

ＧＭＶ ４,０５３億円

⾃社本店ＥＣ⽀援企業ナンバーワン（B2B2C）
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国内の公式通販サイトベスト１００のうち１２社
ゼロスタートから年商１００億成⻑サイトも

取引先企業９,５４５社

2. 会社概要

２０１９年度会計基準の⾮連結単純合計

以下の各社数値に含まれない
軽微な事業数値を含む



ナンバーワン シェア

ＥＣ構築業界・売上⾼ベース25%
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Ｅストアー
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その他
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出所出典：富⼠キメラ総研２０１９、ＥＣ構築業、売上⾼ベース
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企業名：株式会社Ｅストアー
設⽴⽇：1999年2⽉
代表者：⽯村賢⼀

事業概要
ECインフラ(SaaS) 中⼩企業向けSaaS型ECサイ
ト構築システム「ショップサーブ」を提供。カート
概念を世に送り出したパイオニア。安定運⽤と圧倒
的ＡＰＩが特徴。
マーケティング 顧客企業のEC売上利益拡⼤および
運営効率改善や⼈⼿不⾜解消に資するため、集客、
制作、フルフィルメント、コンサルティングサービ
スを提供

業績（2019年度実績）
売上⾼ 48.3 億円
営業利益 4.2 億円（営業利益率 9％）

4304

東証
ジャスダック

Ｅストアー

ショップサーブ（サービス名）を中⼼とする「ECインフラ（SaaS）事業」ならびに、顧客企業の
EC売上利益拡⼤および運営効率改善や⼈⼿不⾜解消に資する「マーケティング事業」を展開。ス
トック性の⾼いビジネスモデル。

マーケ
ティング

EC
インフラ
(SaaS)

SaaSシステムサブスク 利⽤料（ストック）
顧客数 ×（⽉額利⽤料＋オプション料）
顧客数に応じたストック型収益。

ペイメントサービス 決済⼿数料（リニア）
顧客数×商流額×決済代⾏⼿数料率
顧客数、商流額に応じたストック型収益。

マーケティングサービス 運営代⾏料（リカール）
顧客数×利⽤額
継続率が⾼いほど運⽤効率が向上。フルフィルメ
ント、集客・広告宣伝、コンサル、制作クリエイ
ション、の順に顧客継続率が⾼く、ストック性が
⾼い。

ビジネスモデル（収益ストラクチャー）
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コマースニジュウイチ

セルサイドソリューション（エンジン名）を基に、PaaS型のECサイト構築を受託開発。初期構
築に加えて、翌年以降は既存顧客の保守運営と追加開発で、⾼いストック性を誇る。国内ナショ
ナルブランド売上⾼ベスト１００のうち⼀割以上を抱えます。

企業名：株式会社コマースニジュウイチ
設⽴⽇：1999年12⽉
代表者：⽥中裕之

事業概要
ECインフラ(PaaS) PaaS型ECサイト構築開発、
保守運⽤、企画・設計、ＲＦＰ、コンサルティング。

ライセンシング 時間あたり１０万受注超えの処理
速度と⼤量ＳＫＵの検索速度を同時に熟すエンジン
提供も多数。

業績（2019年度実績）

売上⾼ 18.1 億円
営業利益 0.9 億円（営業利益率 5%）

PaaSシステム受託構築 受託売上
新規獲得顧客数×受注単価

システムの追加開発 追加受託（ストック）

既存客数×追加開発受注率×追加開発単価

顧客は⼤⼝が殆どであり、⼀定の追加開発が毎年、
継続的に⽣じることから、既存顧客からの追加開
発が売上の過半を占める安定的なビジネスモデル。

システムの保守運⽤ （ストック）
既存顧客数ごとに発⽣、プロジェクトサイズに⽐
例。既存顧客の開発額に応じて、翌年以降もス
トック型収益となる。

EC
インフラ
(PaaS)

p.10

ライセンシング （ストック）
ライセンス数が収益。利⽤拡⼤するほど原価が按
分されていく。

ランセン
シング

ビジネスモデル（収益ストラクチャー）

2. 会社概要



マーケ
ティング

ウェブクルーエージェンシー

⼤⼝顧客を中⼼に、認知獲得からリード獲得や売上増までを担う『マーケティング事業』を展開。
コンセプトやＫＰＩの設計、制作業務、バイイング、広告の運⽤までを⼀気通貫で⾏なう。また
広告代理事業だけではなく、メディアの運営代⾏など幅広い領域の事業も⾏っています。

マーケティング 運営代⾏料（リカール）
顧客数×利⽤額

継続率増によって、顧客獲得単価が下がり、継
続が⻑いほど発注額もあがる傾向にある。

メディア広告は買付量に応じて、利益効率があ
がる傾向。集客は契約年数の⻑い顧客が売上の
中⼼を占め、ナショナルクライアントが１／３。

企業名：株式会社ウェブクルーエージェンシー
設⽴⽇：2005年1⽉
代表者：⽇野富⼠男

事業概要
マーケティング 顧客企業の訪問、認知、売上利益
の拡⼤、資料請求増⼤、ならびに運営効率改善や⼈
⼿不⾜解消に資するため、主に集客と制作サービス
を提供。

メディア運営代⾏ 顧客企業から委託されて、顧客
メディアの企画設計と調査分析を伴う運営と運営効
率化を⾏う。

業績（2019年度実績）

売上⾼ 41.4 億円
営業利益 0.8 億円（営業利益率 2%)
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メディア
運営代⾏

メディア運営代⾏ 運営代⾏料（リカール）
ケースによって異なるが、フィーで受託する場
合と原価や割安請負でのプロフィットシェアな
どで収益構造が形成される。

ビジネスモデル（収益ストラクチャー）

2. 会社概要



当社グループの事業領域

消費者は、モール店にはＳＫＵと安価を求めるが、当社がクライアントとする⾃社本店には専⾨性
やクオリティを求めます。よって良品良客と⻑期間、信頼を伴い向き合っていくＬＴＶ経営が⾃社
本店の特徴であり、消費者側の望みも同じです。この傾向は今後更に⾼まる予測をしています。

安価,⼤量,速配と逆位置にある「⾃社本店」が当社のクライアント

モール店ＥＣ⾃社本店ＥＣ

主なプレイヤー 各社、各ブランドの公式サイト

マーチャントの
メリット

・館に買い⼿が始めから居る
・館に集客⼒があり販売努⼒が不要
・館の知名度がある

・顧客（リスト）が⾃社のものになる
・卸売でないので利益率が⾼い
・ブランディングとリピートが向上する

マーチャントの
デメリット

・顧客データを所有できない
・⼿数料が発⽣するため低利益
・館内競争が激しく、価格競争になる

・サイトの構築と運営に⼿間がかかる
・⾃⼒での集客、販売の努⼒が必要
この２点を解消するのが当社の事業

当社の事業領域

マーチャントの
基本構造 ・卸売（委託販売、軒下販売）・⼩売（直販ダイレクトマーケティング）

消費者期待 ・⼤衆品・安く早くポイント還元も・専⾨性・⾼く遅くても良いモノを

p.12
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アマゾン、楽天、ＺｏＺｏなど



デジタル時代アナログ時代

消費者は

情報と購買の場所と時間が
同じ接点（スマホ）であり
距離差も時間差もない

消費者は

情報と購買の場所と時間が
違う接点であり

距離差も時間差もある

⾃社本店

情報も購買も
企業が完全に
⾃社アセット化

情報経路は
ダイレクトマーケティング
購買経路は直販である

モール店

情報も購買も
プラットフォーマーが
主導権を握る

企業は情報も購買も
どちらも完全に
アンコントローラブル

検索・⼝コミ・広告
スマホ
消費者

サイト・アプリ
情報・コンテンツ情

報

スマホ
サイト・アプリ・レジ
卸売

企業

企業

購
買

ＴＶ・新聞・雑誌
路⾯・広告・⼝コミ

消費者

情報・コンテンツ

⼩売
商社

企業

企業
直販卸売

直販

スマホ
消費者
スマホ

企業

企業
直販

スマホ
消費者
スマホ

卸売

企業

企業

当社が⾃社本店にこだわり続ける本質的理由2. 会社概要

デジタル時代だからと、ネットに置き換えるというのは短絡的で、アナログ時代には、別経路、別場
所、別時間であった情報と購買が、デジタル時代は、全て掌の中でスマホで⾏われる事が本質です。
従って、企業にとって、⾃社ＥＣは完全にコントローラブルであり、モールではそのプラットフォー
マーが主導権を握ります。これが当社が「⾃社本店ＥＣ」を⽀持、⽀援し続けている理由です。
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顧客ニーズと当社サービス

当社グループの特徴は『総合⼒』です。全体⽀援はもとより、たとえ部分⽀援であっても、総合俯瞰
のこの視座で業務にあたっています。多くの競合他社は、以下ニーズが個別に提供されていますが、
情報が分断されずにビジネスそのもののボトルネックが⾒える『ワンストップ』が当社の特徴です。

データと情報の連続した接続が『総合』ＥＣである事の重要性

p.14

2. 会社概要

販売領域 販促領域

市場分析
⾃社分析
競合分析
⽣産調達
予算合わせ
企画⽴案

販売システム
受注管理システム
顧客管理システム
在庫管理システム
物流管理システム
決済管理システム

コンテンツ
ＳＫＵ

ポイント・クーポン
ユーザーページ
機能・ＡＰＩ

デザインＵＩ／ＵＸ

受注管理
在庫管理

顧客管理と対応
ＥＲＰ

物通・ＷＭＳ
決済管理

アクセス分析
購買分析
顧客分析
在庫分析
商品分析
ＢＩ・ＡＩ

集客・認知・リピート
リスティング
ディスプレイ

ソーシャル・バズ
メディア・イベント
アナログ・デジタル

システム
エンジニアリング

マーケティング
エンジニアリング

顧客のニーズ

プロジェクトマネジメント（顧客担当アシスト）

調査・企画 設計 構築 分析運営・管理 販促

当社のサービス



沿⾰とこれから

ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）は今⽇に始まった事ではないが、ネット普及から２０
年、スマホ元年から１０年の今、商業がアナログからデジタルへパラダイムシフト（急速激変）し
ている真っ只中。これまでアーリーアダプタとマジョリティーを⽀えてきた当社は、この間に先⾏
成⻑してきた⼤量な再構築と、おなじく⼤量のレイトマジョリティという、より⾼度で⼤型のＥＣ
に対応していく時期を迎える。当社沿⾰はＥＣマーケットそのものであり、ＥＣでいうと既に４.０
に相当しこれがＤＸと呼ばれている。これには過去最⼤規模への⾼度対応が重要と認識しています。

７年スパンで変⾰してきた歴史

サーバー
収益
時代

カート
時代

マーケ
強化
時代

⾼度
総合化
時代

現在

100億50億25億 （2019会計基準）

ＥＣ黎明期 スマホ元年 ＤＸ元年インターネット
普及元年

インターネットの
開始は１９９５年 国内⼈⼝ピーク ⼥性の５０％が

５０歳以上

カート
⾚海化

マーケ
⾚海化

サーバ
⾚海化

1999創業

p.15

当社
の

変遷
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ビジョンと戦略
拡⼤確実なので、ＤＸ競争激化のなかでは「⾼度＆総合」が要所

基本的な戦略は、創業以来なにひとつ変わらず「⾃社本店ＥＣ」⽀援であり、換⾔すれば売上⾄
上主義の有為性低下とＩＴ社会発達の予⾒から、モール型と本店型の選択において、企業の⾃社
本店の⽀援を⽣業としています。従って戦略の基礎は変わらないものの、ＩＴ社会が強烈に加速
する時期（パラダイムシフト）に⼊っている為、より⾼度＆総合への速さを伴う対応を戦略とし
ます。⾼齢増加という⼈⼝動態メリットや、消費の基本である⼼理状態も重視していきます。

p.17

事
業
者

ＤＸ化で
ＥＣ促進

消
費
者

デジタル
社会で

ＥＣ促進

デジタル
社会で
情報

消化不良
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グループ戦略サマリー
異なる事業の連携で、すべての顧客にＥＣ総合ソリューションを提供

①３社グループによるシナジーを最⼤発揮、得意集中で品質、収益、速度の加速とコスト削減
②ＥＣインフラ企業グループと再定義し、ストック型利益を重視し、ARPUとLTVを最⼤化
③２０年のノウハウを活かしたハンズオンＤＸを、⾃社主催ＥＣ（新規事業・⻑期戦略）で実施
④能動積極的な提携やＭ＆Ａ、バランスシートの活⽤により上記の①〜③を加速させる

中規模 ⼤規模

マーケ

システム

決済

Ｃ２１ＥＳＴ

ＥＳＴ ＷＣＡ

ＥＳＴ

中規模 ⼤規模

マーケ

システム

決済

ＥＳＴ Ｃ２１

ＷＣＡ

ＥＳＴ

２０１９まで １社３業 ２０２０〜２０２４ ３社９業

・顧客に必要なＥＣソリューションの全てを提供
・中〜⼤規模で、顧客の成⻑にも柔軟に対応
・マーケ共有による仕⼊効率と運営効率をアップ
・決済共有によるグループ全体でのストック増
・各社が得意集中による⾼い品質と速度向上

・Ｍ＆Ａ前で、中規模のみ単独の事業
・３社各々が、単独事業で其々の単独取引
・各社が⾃社範疇外の顧客の取りこぼしも発⽣
・営業や管理もそれぞれにコストがかかる

p.18

ＥＣ⽀援 ハンズオン
ＤＸ

ハンズオン
ＤＸ

EST/C21
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ＥＣ⽀援事業［既存事業］
顧客の活動と当社収益構造

顧客成⻑とともにストック収益し
さらに積算される構造①ＥＣインフラの提供により取引がスタート

②顧客成⻑とともに決済収益がアップ
③顧客へのマーケティング提供で、顧客業績がさらに拡⼤
④顧客業績の拡⼤により、決済収益が上昇
⑤顧客は収益アップで、マーケやシステム予算が増加
⑥以上がインフレーションでスパイラル
⑦中型ＳａａＳ顧客は、成⻑度合いに応じて

必要な⼤型ＰａａＳシステムへ、ノンストレスで移⾏可能
⑧ＰａａＳシステム移⾏後もステップ２から６が循環

システム利⽤料システムインフラ

マーケティング

決済 決済⼿数料

役務代⾏売上

顧客が必要とする
ソリューション

当社収益
との関係

ストック型

リカール型

リニア型

p.19
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ハンズオンＤＸ事業［新規事業］
「⽀援事業」で蓄積したナレッジとノウハウを「⾃社事業」に投⼊

パートナー企業

プラットフォーム型
ＥＣ事業

商品・製品
⽣産・調達
コンテンツ
顧客ベース

ＥＣノウハウ
ＥＣソリューション
⼈的リソース
資⾦投⼊

事業収益リターン

秀逸な商品やコンテンツ、顧客などを有しながらも、予算とＥＣノウハウの不⾜により、チャン
スを逃している企業が多数存在する事を、この２０年間で幾度も⾒てきました。そこで当該事業
に対し、ＥＣソリューションと⼈員、資⾦という既得アセットを投下して、ハンズオンＤＸに
よって⾃社事業化します。中期経営計画にこの当該収益を組み込み、⻑期的に⼤きく伸ばして参
ります。

ＳＰＣビークルを含む

p.20

ハンズオンＤＸ
インキュベーション
を伴うケースも
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各セクターの⽅針
市場変化と予測をグループシナジーに夫々適⽤

ＤＸの伸張と、予測している市場変化のいずれからもＥＣ化が増加、デフレと⼈⼝減から導いた
「⾼度⼤型化」への対応を全体の基本⾏動とし、戦略中⼼となる「顧客を軸とした総合ソリュー
ション提供」を⾏う為の各セクター項⽬を、それぞれの管掌企業、管掌部⾨が主幹していきます。

マーケティング

ハンズオンDX

システム
インフラ

PaaS

SaaS

セクター 管掌企業 戦略⽅針

⽀
援
事
業

⾃
社
事
業

・⾼度⼤型案件の獲得に向けた組織体制の再編
・積極化なアライアンスによるサービスラインアップ拡充
・顧客へのマーケと決済の提供

・⾼単価案件の獲得に向けたＫＰＩの再定義
・積極化なアライアンスによるサービスラインアップ拡充
・顧客へのマーケと決済の提供（従前）

・⾼単価案件の獲得に向けた営業強化
・システム顧客へのマーケティング提供
・集客宣伝運⽤の⽐率を下げ、ダイレクトマーケティング施策の⽐率を増強

３社
プロジェクト

・強固な基盤のパートナーと完全ハンズオンでの提携
・システム、マーケティング、運営を垂直に構築

p.21
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数値⽬標
２０２０⽐で、売上２倍増、営業利益約４倍を⽬指す

現在の営業実態⽔準（グループ各社のオフィス統合⼀時費⽤と、のれんを除く）に対し、売上で
２倍増の１０１億円。営業利益で４倍（のれん後）増の２０億円を⽬指す。内訳としては、ＥＣ
⽀援事業でその７５％、ハンズオンＤＸ事業で２５％を構成。以下の数値は２０２１年度から採⽤する新会
計基準に統⼀。当該の会計基準においては、２０２０年々初計画の連結売上⾼９６億円が、会計上５１億円に変更されます。その
内訳は、広告仕⼊、内部取引、決済仕⼊の売上⾼からの除外です。なお新会計基準においても、営業利益は影響しません。

セクター 売上⾼ 営業利益

2020年度 新会計基準 2024年度 新会計基準

売上⾼ 営業利益

p.22

50.8億円 6.2億円 12％ 101億円 21億円 21％合計（のれん償却前）

5.0億円 10％ 20億円 20％のれん償却後

4.0億円Ｍ＆Ａ⼀時費⽤後 ←オフィス統合など⼀時費⽤後

マーケティング

システム
PaaS

SaaS 24.4億円 4.9億円 20％

7.4億円 0.1億円 1％

44億円 6億円 15％

26億円 8億円 30％

16億円 2億円 12％

ハンズオンDX 15億円 5億円 34％

19.0億円 1.2億円 6％ 19％

80％

1％

28％

38％

10％

24％ー ー ー ー

Ｅ
Ｃ
⽀
援
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利益⽬標
ＭＡ合算＋個別成⻑＋グループシナジー＋新規事業で、利益⽔準を約４倍増に

２０２０年度の営業実態⽔準である約６億円の利益※をベースに、約４倍の２０億円が⽬標。そ
の構造は、①２０２０年度からはグループ経営となり、②市場成⻑率をベースに、③各社努⼒の
伸張に加え、④シナジー効果と、⑤新規事業、以上が５ヵ年間積算されるものです。※３社のオフィ
ス統合などの⼀時費⽤とのれんで２億円ほど圧迫する為、発表している２０２０業績予想は、営業利益４億円の計画としています。

p.23

2024

各社成⻑による

シナジーによる

新規事業による

市場成⻑による

５億円

１０億円

１５億円
営業利益

Ｅストアー単独 グループ連結

20202019201820172016
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定性的⽅針
ストックマーケットとエクイティは能動積極的に

重要テーマとしているダイナミックアセンションは、追い⾵環境を果敢に活かして社会に還元し
ていく事であるので、Ｅストアーの東証プライムなどへの市場変更やグループ企業や新規事業に
おけるＳＰＣなどのベンチャー市場への登録を意識し、それぞれ要件に必要な安定した業績とガ
バナンスの強化をこの中計において⾏って参ります。また、ＢＳの積極活⽤によるＰＬ作りは、
中計の中⼼となる財務戦略とも⾔えるので、ダイナミックな動きの中でも安定したインベスター
対応を順次展開して参ります。

■ストックマーケットプラン

・Ｅストアーの東証プライム基準の達成
・グループ各社のベンチャー市場上場要件充⾜

■エクイティプラン

・アライアンスを含めた業績向上に関わる資本政策
・意図した積極的なデッド活⽤、⻑期戦略に関わるＭ＆Ａも鑑みる
・⾃社株の有効活⽤
・株主還元の強化

p.24
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